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報道ステーション 

 

 

◯テロ等準備罪 

 

スタジオでテロップに「”共謀罪”一般人も対象に？」。 

民進党・山尾志桜里氏と安倍首相の質疑応答。 

山尾氏「総理ずっと一般の人は対象にならないとおっしゃっていました。でもこれで行くと

なるんです。この矛盾をどう説明されますか」 

安倍首相「例えばオウム真理教がそうでありますね。当初これは宗教法人として認められた

団体でありましたが。まさに犯罪集団として一変したわけであります。犯罪集団に一変した

段階でですね、その人達は一般人なんですか。私は今大変驚いているんですが、これ一般人

であるわけがないじゃないですか。」 

民進党・大西健介氏金田法務大臣の質疑応答 

大西氏「例えばですね自然破壊を防ぐための基地建設反対の市民運動をやった。国が工事を

強行しようとするので工事車両を阻止するために座り込みを繰り返すようになった。そう

するとこれをですね、組織的威力業務妨害を目的とする組織的犯罪集団とみなすこともあ

りうるんじゃないか。あるときこの性質が一変してそして組織犯罪集団になる。結局ですね

これ誰が決めるのか」 

金田法相「私共は厳格な要件を定めることによりまして一般の方々がテロ党準備罪の対象

にならないような法案を現在検討しているわけであります。そもそもどの団体を組織的犯

罪集団と認定するかの判断は裁判所が行うものでありますし捜査機関による恣意的な運用

はできない仕組みになっておるのであります」 

大西氏「結局決めるのは裁判所といいますけど、その前段階で捜査をするんじゃないんです

か、私は結局警察がね、決めるんじゃないかと思います。まさに、正当な活動を行っている

団体がどっかで一変するかどうかっていうのはその前段階から普通の普段のメンバーの活

動とかを監視をするなかで何が話し合われていたのかって言うのをですね実際に最初から

通信傍受なり監視しないとわからないはずなんです。結局監視することにつながっていく

んじゃないんですか。」 

金田法相「裁判所による審査は機能しておりまして捜査機関によります恣意的な運用はで

きない仕組みになっております。そしてテロ等準備罪の捜査についても必要かつ適正な捜

査を行うことになるわけであります。」 



2017 年 2 月 17 日 

放送法遵守を求める視聴者の会 

 

スタジオで「一般の団体が何をきっかけに犯罪集団とされてしまうのか判断の基準が曖昧

ですしそもそも現行法で対処できるのかどうかという議論も進んでいませんよね。ですか

ら、法案を提出した後ではなくぜひ政府にはですね、今から、わかりやすく、説明していた

だきたいと思います。」と富川アナがコメント。 

 

 

（検証者所感） 

 

大西議員の挙げたケースは、テロ等準備罪ではなく道路交通法違反、悪質な場合は公務執行

妨害罪などで対応できるケースであろう。テロ等準備罪については、①適応対象犯罪（の準

備行為）が確認される、②当該準備行為についての事実認定がなされる、③その犯罪が組織

的な「共謀」に相当すると検察が判断し起訴する、④法廷においてテロ等準備罪についての

事実認定がなされる、という手順を踏まねばならず、テロ等準備罪についての捜査が始まる

のも、まずは対象犯罪の準備行為が確定してからになるのであり、大西議員や山尾議員の危

惧しているような事態にはならないと考えられる。 

 

 

 NEWS23  

 

◯金正男暗殺事件 

◯待機児童問題 

山尾志桜里議員と安倍総理の質疑（待機児童ゼロを目標期限内に達成できなかったことに

ついて） 

◯テロ等準備罪 

山尾志桜里議員と金田勝年法務大臣の質疑 

金田勝年法務大臣「ご質問の趣旨がいまいち鮮明ではないのですが、組織的犯罪集団につい

ては明確に定義を置くということを含めてしっかりと現在検討中なんであります。」 

「自民党幹部によりますと政府は来月 7 日に閣議決定し 10 日に国会に提出する方針です」

とナレーションが入っているところで、なぜか自民党本部で行われた「おいでませ山口！物

産フェア」の映像が流れていた(安倍総理、岸信夫衆議院議員、江島潔参議院議員、村岡嗣

政県知事が映っていました) 

◯大阪、国有地売却問題 

時価評価について福島のぶゆき議員と佐川宣寿理財局長の質疑 

「安倍晋三記念小学校の寄付者銘板にお名前を刻印し…」という寄付金の集め方について

福島のぶゆき議員と安倍総理の質疑 
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安倍首相は「今、話を伺って初めて知った。小学校を作りたいんで安倍晋三小学校にしたい

という話があったが私はそこでお断りしている」 

 

 

（検証者所感） 

 

待機児童問題については、各地方自治体が行うべき課題なのではないか。国有地売却問題に

ついては、不動産の時価評価は非常に難しいということを申し上げておきたいです。 


